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第 5 回つくば 3E フォーラム会議を終えて 

井上 勲 （つくば 3E フォーラム議長）

 多くの日本人にとって、3.11 は、私たちの胸に生涯刻みこまれる出来事になりました。

津波によるがれきが沿岸にうずたかく積みあげられ、原発事故で住民が避難して無人と化

した街が広がり、被災地が風評被害に今なお苦しむ、そんな状況の中で今年の 3E フォー

ラム会議を開催することになりました。進まない復旧、見えない復興、加えてヨーロッパ

経済の低迷に端を発した例のない円高による経済不安、日本全体が憔悴感と無力感にとら

われる状況で、私たちはどんな未来を語ることができるか。そんな思いから今回の会議は、

復興、除染、日本再生のためにつくばは何ができるかという視点を避けて通ることはでき

ませんでした。

 とはいえ、3E フォーラムとつくば市の活動は進んでおり、それらを報告することは会議

の重要な役割です。当初から、一般市民の方との接点を広げる目的で、第 5 回会議は、つ

くば市の科学技術フェスティバル、同環境フェスティバルとの合同開催を企画していまし

た。初日は、市民の皆さんに 3E フォーラムの活動を知っていただくために、つくば市の

環境スタイル行動計画と関係する具体的な成果を発表してもらいました。そして、2 日目

は「震災を経て、つくばが未来の日本に貢献できること」と題して、将来のエネルギー問

題、放射性物質の除染、未来のためのロボット技術をとりあげました。初日、二日目とも

に、すばらしい講演が続きました。つくばでは、確かに大学、研究機関の連携、協働が始

まっていることを実感することができました。そして、つくばのもつ力と、未来のために

つくばができるに違いない、エネルギー開発から持続的社会における QOL の実現まで、

さまざまな技術の可能性と研究者のマインドを感じることができた会議でした。また、二

つのフェスティバルとのはじめての合同開催は、新鮮で楽しいものでした。合同企画の「エ

ネルギーをつくる・ためる・つかう」で展示した藻類オイルを 30%使用したトラクターの

運転は多くの市民の注目を集めましたし、他の展示との交流も意義深いものになりました。

 しかし残念ながら、フォーラム会議自体は、集客力で科学フェスティバルと環境フェス

ティバルに惨敗を喫し、期待していた市民のみなさんを呼び込むことはできませんでした。

会議の固い話題は、魅力的な科学実験やデモの数々を前に全く歯が立ちませんでした。環

境フェスティバルを担当しているので参加できなかった、という声も聞きました。多くの

方々に聞いていただけなかったことは、運営上の大失敗でした。演者の方々には申し訳な

いことになり、お詫びしたいと思います。大いに反省し、次回に活かさなければならない

と思っています。今回は、環境、エネルギー問題を超えて、将来の社会がどうあるべきか

という視点で臨みました。このことから、これまでのつくば 3E フォーラムに欠けていた

側面が見えてきたと思っています。現在、つくばでは国際戦略総合特区の指定を受けるた

めに、多くの人々、機関、自治体が努力を続けており、将来の持続社会を実現するための

総合的な取り組みが始まろうとしています。つくば 3E フォーラムの次のステージは、人

間が住む未来の社会という視野をもって展開していかなければならないと感じています。

多くの課題を認識することになった会議でした。
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プログラム 

 

11 月 12 日（土） 13:30 － 15:30

「つくば環境スタイル」     司会: 福島武彦（筑波大学）

13:30-13:50  つくば環境スタイル行動計画

つくば市環境生活部環境都市推進課

個別施策についての報告

13:50-14:15  つくば市小中学校における「次世代環境教育」の実践

筑波大学    山中 勤

つくば市教育委員会教育指導課 根本 智

14:15-14:40  低炭素交通体系の構築 ～「自転車のまちつくば」行動計画～

つくば市企画部交通政策課 飯塚 栄

14:40-15:05  藻類エネルギー ～CO2 排出 50%削減を目指すフロンティア～

筑波大学    渡邉 信

15:05-15:30  質疑応答・ご案内

 

11 月 13 日（日） 10:00 － 12:30

「震災を経て、つくばが未来の日本に貢献できること」  司会: 渡邉 信 （筑波大学）

10:00-10:20  ご挨拶

つくば市長    市原 健一

筑波大学長    山田 信博

筑協 筑協委員会委員長 小玉 喜三郎

つくばエコシティ構想

10:20-10:35  つくばが日本の未来に貢献できること

つくば 3E フォーラム議長   井上 勲 

未来に寄与するつくばの研究開発

10:35-11:00  これからのエネルギー技術

（独）産業技術総合研究所  大和田 野芳郎 

11:00-11:25  天然鉱物等の無機材料を利用した除染技術

（独）物質・材料研究機構   山田 裕久 

11:25-12:00  未来開拓のためのロボットスーツ HAL®の可能性

筑波大学     山海 嘉之 

つくば 3E フォーラム賞

12:00-12:30  表彰式

環境フェスティバル、科学フェスティバルの出展者の中から選出して表彰
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つくば環境スタイル行動計画 

つくば市環境生活部環境都市推進課

環境生活部環境都市推進課は、「つくば環境スタイル」を進めるつくば市環境都市推進
委員会の事務局で、低炭素社会づくりに関する業務を実施しています。

つくば市では、他の地域のモデルとなる低炭素社会づくりを進めることが重要であると
の認識の元、市民、企業、大学・研究機関、行政が連携して取り組むため、「つくば市環
境都市推進委員会」を発足させました。そして、2030 年までに一人当たりの CO2 排出量を
50%削減することを目標に掲げた「つくば環境スタイル」を打ち出しました。CO2 排出量
の大幅な削減のためには、一人ひとりのライフスタイルから革新技術に至るまで、まさに
環境という名のごとく、取り巻く全てのものを変革していかなければなりません。

「つくば環境スタイル」は、「市民等の協働の実践体制の構築」と「二酸化炭素削減技
術の開発・実験」とを統合して、国内・世界へ発信・普及を図ることを基本コンセプトと
し、以下の 3 つの基本目標に定めています。

1. 研究機関の集積と田園都市環境を活かし，地球を救う革新技術の普及に先駆けた二
酸化炭素削減のための実証フィールドとしてのシステム的な基盤をつくります。

2. 実行できるすべての取り組みを全員参加と協働を基本に進めます。その評価を行い
ながら，常に最適な取組みへの進化を目指します。他の自治体のモデルとなる取り
組みを進めます。

3. あらゆる世代への環境教育を進めることにより，環境意識の高揚を図り，全ての行
動を支える基盤をつくります。

上記基本目標を達成するため、2009 年度を初年度で 2013 年度までの 5 年計画を策定し
ました。これから毎年、向こう 5 年の実施状況をレビューし、必要に応じて見直しを行い
5 年毎に全体計画の見直しを行います。行動計画では、5 年以内に実視する具体的な取り組
みについて、4 つの取り組みの柱を掲げています。

1. 低炭素化意識の「環境教育」
筑波研究学園都市が持つポテンシャルを十分に発揮させ、最新の研究成果や環境情報

を積極的に収集するとともに、広く発信します。また、市内の学校や市民・企業など、市
に係わるすべての人々が地球環境や新エネルギー等に強い関心や知識を身に付けることを
主眼とした教育プログラムを作成します。これら「つくば発の環境教育プログラム」は、
特に小・中学校では常に環境意識を持つ人材を育成することを目的とし、また市民や企業
等にはそれぞれニーズに合った環境教育のプログラムを構築し、実践します。

2. 低炭素「新交通体系」の構築
自家用車中心から自転車・バスへの転換，電気自動車の導入、効率的なバス網再編成

等の総合的な交通体系の再編・転換により、CO2 の削減を図ります。将来的には、パーソ
ナルビークルや移動ロボットなど都市構造にふさわしい新たな交通システムにより、低炭
素型都市を形成する新しい交通体系の構築を目指します。

3. 低炭素「田園空間」の創出
居住空間周辺において、水と緑の拠点整備等による良好な環境空間の実現を図るとと

もに、環境に配慮した農業推進や地産地消の推進等により、低炭素型の「食」と「農」の
充実に努めます。また、バイオマスエネルギーの利活用を推進することで、新エネルギー
の確保のみならず、農業の活性化を目指します。

4. 「実験低炭素タウン」の展開
 2030 年までに、国内はもとよりアジア・世界で新たな環境ビジネスの展開をはじめ、

地球環境に対する国際貢献が可能な技術と実践の仕組みを発信します。つくば市では、シ
ンプルライフ・シンプルエネルギーを実践させるまちづくりを目指します。
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つくば市小中学校における「次世代環境教育」の実践 

 

筑波大学 陸域環境研究センター 准教授 山中 勤 

つくば市教育委員会教育指導課 指導主事 根本 智 

 

 

 初等・中等教育課程における環境教育の充実は、将来世代にわたって持続可能な社会を築くうえで

必要不可欠な課題であり、『つくば環境スタイル行動計画』の中でも早期に着手すべき重要施策と位

置付けられている。そこで、筑波大学教員とつくば市立小中学校教諭を中心とするワーキンググルー

プを結成し、基本理念の設計、単元計画案の作成、ならびに使用教材の準備を進めてきた。カリキュ

ラムの特徴を端的に表現すれば、「万人のための環境教育」ということになる。すなわち、次世代を

担う全ての子ども達が自分達の意思で望ましい未来の環境を創り上げるために必要な教育と言える。

単元計画は、小学校～中学校の各学年における個々の単元が全体として調和的・有機的に結びつくよ

うにデザインされており、その中核となるコア単元とそれを取り巻く多様なサテライト単元の 2 種類

で構成される。2010 年度には市内 6 校（吾妻中・谷田部中・高崎中・吾妻小・谷田部小・二の宮小）

においてカリキュラムの試行実践を行い、2011 年度は実践校をさらに 4 校（竹園東中・竹園西小・大

曽根小・並木小）増やして単元計画の改良や教員向け学習指導案の作成を進めている。2012 年度には、

小中一貫教育の推進と歩調を合わせながら、つくば市立小中学校全校での導入を予定している。 

 

 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 山中 勤（やまなか つとむ） 

筑波大学陸域環境研究センター 准教授 

 1998 年筑波大学大学院地球科学研究科修了後、広島大学総合科学部助手

を経て、2001 年筑波大学陸域環境研究センター講師、2008 年 6 月より現

職。 

 現在の主な取り組み 

環境トレーサーを用いた水・物質循環研究、アジア・南米の地下水問題

対策、自然地理・環境教育、PTA 活動 

 根本 智（ねもと さとし） 

つくば市教育委員会教育指導課 指導主事  

 担当 

理科教育、環境教育、キャリア教育、教育課程等 
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低炭素交通体系の構築 

 ～「自転車のまちつくば」行動計画～ 

 

つくば市企画部交通政策課 課長 

 飯塚 栄 

 

 

「低炭素新交通体系の構築」は、「つくば環境スタイル」行動計画の中では、低炭素化意識の環境

教育、低炭素田園空間の創出、実験低炭素タウン、と共に 4 つの柱の一つに位置づけられています。

自転車は、子供から大人までの個人単位で移動することができ、多くのメリットがある交通手段です。

つくば市は、筑波山を除く多くの市域が平坦であるとともに、研究学園地区などでは自転車利用に適

した道路環境整備が進められており、他の都市に比べ自転車利用で得られるメリットを多く享受する

ことができる環境なのです。これまでに自転車専用道路「りんりんロード」やペデストリアンなどの

自転車道路が整備されています。また、一方、つくばエクスプレス沿線開発による幹線道路が整備さ

れているところでもあります。将来にわたり自転車走行空間ネットワークが形成しやすい地域です。

また、市民の一人ひとりがより健康に生活するための健康増進においても、自転車の利用が有効であ

ると考えられます。地域環境だけでなく、市民や来訪者の方、市内の民間企業・研究施設などへの総

合的な効果や、多様なライフスタイルの実現を支えることができる自転車を市内の交通手段として位

置づけていくことが大切です。 

つくば市では「～りんりんつくば～ 自転車のまちつくば基本計画」を平成 22 年 7 月に策定しま

した。市が目指す低炭素社会と市民の多様なライフスタイルの実現に貢献する、自動車からの交通手

段転換の観点から、今後の約 10 年間を見据えたまちづくりの方針を定め、「環境スタイル行動計画」

及び市内公共交通の計画である「つくば市地域公共交通総合連携計画」や関係各機関との連携による

効果の発現を目指し、歩行者の安全確保及び自転車との共存にも考慮した総合的な自転車利用環境づ

くりを進めます。また、「自転車のまちつくば基本計画」に位置付けられた自転車のまちつくばの目

標である、「つくばの環境を活かし自転車を活用する市民の多様なライフスタイルの実現」に向けて

推進していく 15 の施策について，今後 10 年間の具体的な取り組み内容をとりまとめた「自転車のま

ちつくば行動計画」を平成 23 年 8 月に策定しました。本フォーラム会議では、これら一連のつくば

市の取組について紹介したいと思います。 

 

 

講師紹介 

 

 飯塚 栄（いいつか さかえ） 

つくば市企画部交通政策課 課長 

 日本大学理工学部化学専攻卒 

 これまでに取り組んできたこと 

つくば市メモリアルホール建設，粗大ごみの有料化，新型インフルエン

ザ行動計画策定，自転車のまちつくば行動計画作成など 

 趣味 

農業，鮎釣り，油絵を描くこと，庭を作ること 
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藻類エネルギー 

～CO2排出 50%削減を目指すフロンティア～ 

 

筑波大学 生命環境系 教授 

 渡邉 信 

 藻類は地球の環境形成と人類の発展に大きな役割を果たしてきた。現大気をつくりだしたこと、鉄

を酸化して縞状鉄鉱をつくり人類の鉄文明をもたらしたこと、そして石油をつくりだしたこと、が代

表的なものである。その藻類に人類は再び熱い視線をおくっている。

微細藻類は、年間 ha あたり 58.7～136.50 キロリットルのオイルを生産すると算定されており、こ

れで世界の石油需要量 48.8 億 m3 を全てまかなうとしたら、世界の耕作面積（約 19 億 8 千 2 百万 ha）

の 1.8～4.3%の土地が必要となるだけである（表）。陸上植物でオイル含有率の高いパームですら、そ

れだけで世界の石油需要量を全てまかなうとしたら、世界の耕作面積の 41.3%にあたる土地が必要と

なるのに比較すると、微細藻類のオイル生産の潜在力は極めて高いことがわかる。このような高い潜

在力をもつ微細藻類を、今人類が直面しているエネルギー資源の枯渇と地球温暖化の解決に活用しな

い手はない。

表．各種作物・微細藻類のオイル産生能の比較（Chisti 2007 を改変）

作物・藻類
オイル生産量

（ﾘｯﾄﾙ/ha/年）

世界の石油需

要を満たすの

に必要な面積

（100 万 ha）

地球上の耕作面

積に対する割合

（%）

とうもろこし 172 28,343 1430.0

綿花 325 15,002 756.9

大豆 446 10,932 551.6

カノーラ 1190 4,097 206.7

ヤトロファ 1892 2,577 130.0

ココナッツ 2689 1,813 91.4

パーム 5950 819 41.3

微細藻類(1) 136,900 36 1.8

微細藻類(2) 58,700 83 4.2

注）微細藻類(1)はバイオマス（乾燥重量）の 70%がオイルの種あるいは培養株、微細藻

類(2)はバイオマス（乾燥重量）の 30%がオイルの種あるいは培養株

しかしこれまで大規模なオイル生成プラントを実現したところはどこにもなかった。これまでの問

題を解決するためには下記の A から C の特性をもった藻類を確保することが必要である。

A 高いオイル生成効率を有すること

B 光照射下で産業廃液など有機廃液を栄養素として、日照があまりなくても高い増殖とオイル生

成効率を示す混合栄養型藻類、あるいは従属栄養性の藻類

C 90％以上の純度の高いオイルが得られること、特に現在の精製技術が活用できる炭化水素オイ

ルであれば理想的

- 22 -



炭化水素を高濃度に（乾燥重量当たり 10%以上）に産生する藻類は緑藻ボトリオコッカス

（Botryococcus）（図 1）のみであったが、最近、高価値の炭化水素であるスクアレンを乾燥重量の 20％

生産する従属栄養性藻類オーランチオキトリウム（Aulantiochytrium：図 2）が発見されている。この

発見により、炭化水素生産効率は 10 倍以上となったこと、実規模での実証試験が既存の微生物培養

タンクでできることから、実用化にむけての研究開発がかなり加速されることとなる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 渡邉 信（わたなべ まこと） 

筑波大学生命環境系 教授 

 北海道大学大学院理学研究科博士課程修了。理学博士。 

 専門分野は環境藻類学。 

 国立環境研究所研究員、主任研究員、室長、部長、領域長を経て、現

職。現在、国際藻類学会会長。 

 これまで総合科学技術会議環境・エネルギー担当参事官、科学技術振

興機構研究開発戦略センター特任フェロー、日本学術振興会学術シス

テム研究センター主任研究員、日本微生物資源学会会長、世界微生物

株保存連盟副会長、国際藻類学会副会長等を歴任。 

 1994 年国際藻類学会パーペンフス賞授賞、2007 年日本微生物資源学会

賞授賞および米国苔・地衣学会ツッカーマン賞授賞、2009 年文部科学

省科学技術政策研究所「ナイスステップ研究者 2009」授賞。 

 著書に「微生物の事典」（共編者、朝倉書店）、「新版微生物学実験法」

（共編著、講談社サンエンテイフィク）、「環境微生物図鑑」（共著、講

談社サイエンテイフィク）、「新しいエネルギー 藻類バイオマス」（編

著、みみずく舎／医学評論社）など。 

 

図 1．緑藻 Botryococcus  

コロニーのまわりに分泌しているの

が炭化水素 

図 2．従属栄養性藻類オーランチオキ

トリウム（Aulantiochytrium） 
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つくばが日本の未来に貢献できること 

 

筑波大学生命環境系 教授 

学長補佐（特命環境担当） 

つくば 3E フォーラム議長 

井上 勲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 井上 勲（いのうえ いさお） 

筑波大学生命環境系 教授、学長補佐（特命環境担当） 

つくば 3E フォーラム委員会委員長 

 1979 年筑波大学大学院生命科学研究科修了後、ナタール大学（南アフ

リカ）奨励研究員、国立公害研究所客員研究員を経て、1983 年筑波大

学生物科学系講師、1990 年助教授、1996 年教授。この間、構造生物科

学専攻長、生物科学系長、生命環境科学研究科長、学長特別補佐を歴

任。 

 現在の主な取り組み，力を入れている事項など 

つくば 3E フォーラム、同タスクフォースの活性化が課題。そのために

は、つくばの大学、研究機関、行政が連携して研究開発、事業を進め

るしくみ作りが必要と考えて、国家戦略つくばオフィス実現委員会を

設立し、分野・機関横断的な研究開発をコーディネートする、政府直

轄のオフィスをつくばに設置することを目標に政府に対して特区申請

を行った。 

また、藻類の資源としてのポテンシャルを開発するために、藻類産業

創成コンソーシアムを設立。産業界と研究者が藻類の研究開発に共同

で取り組む場として発展させることが目標に活動している。藻類の重

要性を広く知ってもらうために、学生、市民向けの本を書いている。

いつでもどこでも藻類を勉強できる環境づくりを目指して、e-book と

して出版を考えている。 

 趣味 

読書、映画、植物栽培 
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Nature Vol 461|24 September 2009

PLANETARY BOUNDARIES

http://arkot.com/jinkou/

Stockholm Environment Institute, Comprehensive Assessment 
of the Fresh-water Resources of the World,1997
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これからのエネルギー技術 

 

（独）産業技術総合研究所、環境・エネルギー分野副研究統括  

大和田野 芳郎 

 

 

 世界は、化石燃料（ウランを含む）の枯渇、地球温暖化、という大きな問題に直面しており、これ

らを解決し、持続可能な社会を構築してゆくことが、今世紀最大の課題であると言っても過言ではな

い。原子力の危険性が再認識された現在、当面、化石燃料を最大限に高めた効率で利用しながら、再

生可能エネルギーを大幅に、早急に取り入れていくしか道はない。 

化石燃料の利用効率を高めるには、大型火力発電所の発電効率の向上やヒートポンプによる熱利用

効率の改善等の既存技術の活用や、製造業における効率の一層の向上と共に、運輸部門や業務民生部

門における、電気自動車や燃料電池コジェネの導入等による抜本的効率改善が必要である。 

再生可能エネルギーは、エネルギー密度が低い、天候によって出力が変動する、などの理由で、従

来に比べ分散型のエネルギー源として、蓄電池やパワーエレクトロニクス、電力系統技術を駆使した

システムとして導入していかなければならない。当面のコスト高を技術開発や導入施策などを組み合

わせて克服していく必要がある。また、突き詰めていけば、極端なエネルギーの集中てき利用を必要

とする大都市のような社会構造や生活スタイルそのものが、変化していく必要があるのかもしれない。 

 

 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 大和田野 芳郎（おおわだの よしろう） 

（独）産業技術総合研究所、環境・エネルギー分野副研究統括 

 1979 年、東京大学工学系研究科電気工学専攻博士課程修了、工学博士。

同年、通産省工業技術院、電子技術総合研究所に入所。1984 – 85 の

間、英国ラザフォード・アップルトン研究所客員研究員。1999 年、電

子技術総合研究所エネルギー部長。2001 年から（独）産業技術総合研

究所、電力エネルギー研究部門長、エネルギー技術研究部門長。2008

年から、環境エネルギー分野、研究コーディネータ、副研究統括。 

 現在の主な取り組み，力を入れている事項など 

再生可能エネルギー技術、高効率エネルギー変換技術、これらのパワ

ーエレクトロニクスや蓄電池とのインテグレーションの技術開発。若

手研究者の育成。 

 趣味 

音楽（フルート演奏、合唱）、読書（特に、ミステリー、サイエンスフ

ィクション）。 
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天然鉱物等の無機材料を利用した除染技術 

 

（独）物質・材料研究機構 

 環境・エネルギー材料部門 環境再生材料ユニット 

 ジオ機能材料グループ   グループリーダー 

  山田 裕久 

 

 

 福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境影響の問題に対応するため

に、総合科学技術会議の主導の下、対策に不可欠な①放射性物質の分布状況等に関する調査研究、お

よび②農地土壌等における放射性物質除去技術の開発・基盤技術を確立、これに引き続く関係府省に

よる継続的な対策が進行している。つくば研究機関においては 、特に環境中の放射性物質の除去・

回収技術を開発・実証し、実際の汚染除去を実現することを目指すため「農地土壌等における放射性

物質除去技術の開発」プロジェクトが進められている。例えば、(独)農業・食品産業技術総合研究機

構・(独) 農業環境技術研究所）を中心として、物理的除染手法（表土除去、冠水等）・植物による浄

化（ファイトレメディエーション）技術等の開発が進められている。 

本講演では、福島第一原発問題の背景等を、紹介すると共に、 （独）物質・材料研究機構を中心

とした研究グループが進めている「粘土鉱物等天然鉱物等の無機材料を利用した放射性物質の除去・

回収の基礎的研究開発」の現状について紹介する。 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 山田 裕久（やまだ ひろひさ） 

（独）物質・材料研究機構 環境・エネルギー材料部門 環境再生材料ユニ

ット ジオ機能材料グループ   グループリーダー 

 1986 年京都大学大学院理学研究科地質学鉱物学専攻博士後期課程修

了、旧科学技術庁無機材質研究所研 入所。2001 年独立行政法人物質・

材料研究機構物質研究所主幹研究員、2002 年同エコマテリアル研究セ

ンターディレクター、2006 年光触媒材料センターグループリーダー、

2011 年 4 月より現職。その間に、ヒューストン大学博士研究員、金沢

工業大学連携大学院客員教授、東京工業大学大学院理工学研究科特認

教授、天津大学客員教授等を歴任。 

 現在の主な取り組み、力を入れている事項など 

地球環境再生材料の開発（特に粘土鉱物等のジオマテリアルに注目）、

福島第一原発事故により放出された放射性物質の除去・回収プロジェ

クトに参画 

 趣味 

テニス、水彩画 
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未来開拓のためのロボットスーツ HAL®の可能性 

 

筑波大学システム情報系 教授 

サイバニクス研究コア 研究統括 

サイバニクスセンター センター長 

 CYBERDYNE 株式会社 代表取締役社長／CEO 

山海 嘉之 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師紹介 

 

 山海 嘉之（さんかい よしゆき） 

筑波大学システム情報系 教授 

CYBERDYNE 株式会社 代表取締役社長／CEO 

 1987 年 3 月 筑波大学大学院（博）修了 工学博士（筑波大学） 

日本学術振興会特別研究員，筑波大学機能工学系助手，講師，助教授，

米国 Baylor 医科大学客員教授，筑波大学機能工学系教授を経て現在，

筑波大学大学院システム情報工学研究科教授。CYBERDYNE（株）CEO

 日本栓子検出と治療学会会長，日本ロボット学会理事，日本ロボット

学会評議員，欧文誌 Advanced Robotics 委員長，医学雑誌 Vascular Lab. 

Executive Editor などを歴任・担当。筑波大学「次世代ロボティクス・

サイバニクス」学域代表。 

 グローバルＣＯＥ：サイバニクス国際教育研究拠点リーダー。内閣府

FIRST：最先端サイバニクス研究プログラム統括者。CYBERDYNE（株）

創設者／代表取締役社長。 

 現在の主な取り組み、力を入れている事項など 

Cybernetics, Mechatronics, Informatics を中心として，脳・神経科学，行

動科学，ロボット工学，IT 技術，システム統合技術，生理学，心理学

などを融合複合した人間・機械・情報系の新学術領域「サイバニクス」

を開拓し，人間の機能を強化・拡張・補助する研究を推進。 

主な研究業績として，人間の身体機能を増幅・拡張する装着型のロボ

ットスーツ HAL(Hybrid Assistive Limb)を世界で初めて開発し，2004 年

6 月には研究成果で社会貢献すべく”HAL“の開発／製造を行う大学発

ベンチャー「CYBERDYNE（サイバーダイン）」を設立。ネットワーク

医療，次世代医療福祉システムの研究開発も精力的に推進している。 
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つくば 3E フォーラム賞 

 

 

第 5 回つくば 3E フォーラム会議では、「つくば科学フェスティバル」および「つくば

環境フェスティバル」と並列して開催することをふまえ、「つくば３E フォーラム賞」を

設置しました。この賞の目的は、市民団体や学校単位での科学実験や環境に関する取り

組み，展示に対し、「３E」の観点から啓発に資する展示等を取り上げることで、低炭素

社会構築への機運を高めることです。 

 審査は３E フォーラム委員が 11 月 12 日（土）と 13 日の両日、「特別（合同）企画展」，

「つくば環境フェスティバル」，「つくば科学フェスティバル」の各ブースを巡り、その

中から、低炭素社会の構築に大きな貢献が期待できるものに投票し、投票の結果をふま

えフォーラム議長が下の９件を選出しました。 

団体名（順不同） 出展タイトル 

茨城県立並木中等教育学校 空気の力を実感しよう 

茗渓学園中学校高等学校科学部物理班 エネルギーを考える 

筑波大学生物学類 生物ひろば 微生物をまなぼう！他 

つくば市教育研究会理科研究部 つくば市科学研究作品展 

つくば市立中央図書館 わくわく・どきどき 科学の本とあそぼう！ 

NPO 法人つくば環境フォーラム 筑波山ろく里山を見て知って使ってみよう！ 

つくば・市民ネットワーク ゴミ部会 ダンボールコンポストをご存知ですか？ 

つくばクレオスクウェア みんなでエコ宣言 

にこネットつくば ソーラークッカーとてづくり保温調理器の紹介 

 

 表彰式は 11 月 13 日（日）の講演終了後の 12:00-12:30 に柚山義人氏（バイオマスタ

スクフォース座長，（独）農業・食品産業技術総合研究機構）の司会で行われました。井

上勲つくば 3E フォーラム議長の趣旨説明に続き、受賞団体が司会者から読み上げられま

した。代表者が全員登壇した後、井上議長より表彰状とガラス製の盾が授与され、活動

が顕彰されました。なお、この盾は、使用済の蛍光管をリサイクルして制作されたもの

で、環境負荷低減の象徴として本賞にふさわしい副賞でした。その後、受賞者へのイン

タビューが行われ、受賞の喜びと、今後の活動に対する抱負などが語られました。最後

に、岡田副市長からコメントが寄せられつくば 3E フォーラム賞の表彰式が終了しました。 

写真：表彰式後の記念撮影 

つくば 3E フォーラム賞 
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で、環境負荷低減の象徴として本賞にふさわしい副賞でした。その後、受賞者へのイン

タビューが行われ、受賞の喜びと、今後の活動に対する抱負などが語られました。最後

に、岡田副市長からコメントが寄せられつくば 3E フォーラム賞の表彰式が終了しました。 

写真：表彰式後の記念撮影 
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節電の方策・結果および震災復興に関連した活動や研究開発に関するポスター 

 

つくば市 

茨城県 

筑波大学 

産業技術総合研究所 

国立環境研究所 

物質・材料研究機構 

農業・食品産業技術総合研究機構 

 

 

 フォーラム会議 2 日目のテーマである「震災を経て、つくばが未来の日本に貢献でき

ること」に関して、つくば市、茨城県、筑波大学、産業技術総合研究所、国立環境研究

所、物質・材料研究機構および農業・食品産業技術総合研究機構のそれぞれの機関にお

ける節電と震災復興の取り組みについてポスターが展示されました。 
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Twitterでの
節電情報発信
6月6日から、今夏の節電の情報
発信を目的としたTwitterアカウ
ント「つくば節電スタイル
@tkb_kkstyle」の運用を始め
ました。10月1日からは「つくば環境スタイル」として衣替え
しました。11月現在、約700人のフォロワーとのスマートライ
フについての情報交換に利用しています。

オールつくばでの取り組み
つくば市は、“2030 年までに市民一人当たりのCO2 排出量を50％削減（2006 年度比）”を目標に掲げた
「つくば環境スタイル」を推進しています。今夏の電力不足に対して市民や大学・研究機関、企業、行政の
“オールつくば ”で節電に取り組んできました。その結果、7月～9月の市域全体の総消費電力量が昨年に比べ21.7％と、
東電管内平均を約 7％上回りました。今後は、節電をはじめとした省エネルギー化をさらに推進し、低炭素スマートライフスタイルの確立を目指します。

夏の電力不足に対応するため、市内ではいち早く研究機関等の節電会
議を開催し、6月17日（金）には、市民、企業、行政も参加し、「節電大会」を
開催し、約700名が来場しました。節電情報の発信や節電宣言を実施し、
来場者へは、ゴーヤの苗をプレゼントしました。

1．つくば環境スタイルとエネルギーの共生への取り組み
2．夏の電力について
3．簡単にできる節電のポイント
4．グリーンカーテンの効果とその楽しみ方
5．みんなで節電宣言
6．節電相談コーナー　など

グリーンカーテン
キャンペーン
葉の蒸散作用により、建物の温度上昇を抑える効果がある
とされるグリーンカーテンを普及するため、市内の各家庭
や事業所、研究機関、市の出先機関、学校など、1,500件に
7,500本のゴーヤ苗をセットで配布しました。

市役所におけるグリーンカーテン設置
庁舎南側に6月 28日～9月 26日まで、約70mに渡り198本のゴーヤ苗を植え、
成長過程をホームページや Twitter でも公開。独立行政法人農業・食品産業技
術総合研究機構の指導により、グリーンカーテンは約 6ｍにまで成長しまし
た。環境省および茨城県のグリーンカーテンコンテストにも応募。
収穫したゴーヤは、来庁者に無料で配布し、ゴーヤジュースの試飲会も実施。 節電推進コーナー

家庭における節電を積極的に推進するため、「節電推進

コーナー」を市役所 1 階、ショッピングセンター「イー

アスつくば」1 階メインコート脇に 9 月末日まで開設。

節電関連パネルの展示や節電クイズ（粗品プレゼント）、

節電チェックシート・節電宣言ポスターの配布、節電グッ

ズの紹介など、節電に関する情報を発信。

電力「ミエル化」計画
家庭で簡単に電気消費量をミエル化できる節電チェック
シート「電力『ミエル化』計画」を作成し、市役所窓口、出先
機関、イベントなどで配布。各家庭の節電チェックを記入提
出し、抽選で折りたたみ自転車やエコグッズをプレゼント。

節電ポスター・横断幕
家庭用、事業所用のポスターを配
布し、節電を宣言してもらいました。
横断幕を市内主要道路の歩道橋や
つくばエクスプレス市内各駅に設置
し、節電をお願いしました。

つくば市役所の節電対策
ガスを中心とした冷房運転と 28℃以上の温度設定をはじめ、執務室の照明設
備の節電の徹底や駐車場、庭園、通路の外灯の半減、早朝勤務などにより、ピー
ク時に最大 36％削減。

つくばキッズ節電大使
子どもたちの家庭における節電意識を高めるため、
市内の小学校 4 年生～6 年生を「つくば節電大使」
に任命し、夏休み期間中、子どもたちが家庭での節
電リーダーとして取り組みました。大使には、「節
電ドリル」を配布。節電に取り組んだ感想などを各
学校を通して提出してもらいました。

節電ポスターコンクール
小学校 4 年生～中学校 2 年生までの児童・生徒を
対象に夏休みを利用して描いた節電ポスターを募
集しました。

節電
節電大会

小学生部門　最優秀賞
大曽根小学校　6年

中学生部門　最優秀賞
豊里中学校　2年

夕（　　は雨天）

昼（　　は雨天）

朝（　　は雨天）

-2
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グリーンカーテンによる時間帯別外側内側温度差（朝・昼・夕方）

つくば市庁舎南側に設置した
グリーンカーテンの外側と内側の
温度差を 1日 3回（朝・昼・夕）
測定しました。
［つくば市調べ］

2011 年 11 月 1日現在

晴天時の
温度差

９℃

雨の日は
内側の方が
暖かい

温
度
差（
℃
）

ゴーヤジュース

配布したゴーヤの苗
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いま、私たちにできること

わたしたちは次の節電対策に取り組んでいます。
皆様のご理解とご協力をどうぞよろしくお願いいたします。

茨城県／市町村／茨城県地球温暖化防止活動推進センター
環境保全茨城県民会議／大好き いばらき 県民会議

がんばろう！
茨城 
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大洗港沖で発生した巨大な渦（大洗町）

津波で崩壊した茨城港・日立港区の岸壁・埠頭（日立市）

液

地震で炎上する鹿島臨海コンビナート（鹿嶋市）

津波に流され炎上した車両（日立市）

津波で倒壊した住宅（北茨城市）

地震で線路が歪んだ大洗鹿島線（鉾田市）

橋桁の中央部が崩落した北浦に架かる鹿行大橋
（行方市-鉾田市）

液状化で電柱が傾いた住宅団地（潮来市）

液状化により噴砂した農地（稲敷市六角地区）

天井が崩落した水戸第二高等学校体育館（水戸市）
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筑波大学の節電対策
第 5 回つくば 3E フォーラム会議

筑波大学は今夏 25% 以上の節電を達成しました！

節電の
ルール

政府目標の 15％を上回る「25%」が目標。ただし・・・
１．学生・教職員等の健康・安全に十分留意すること
２．教育・研究活動の停滞を可能な限り回避すること
３．附属病院の診療等に支障をきたさない範囲で可能な節電対策に取り組むこと

※1 ※2

地区名 昨夏ピーク（kw） 今夏ピーク（kw） 実績値比（％） 削減率（％）
筑波キャンパス（中央） 22,860 16,680 72.9 27.1
筑波キャンパス（春日） 528 317 60.0 40.0
筑波キャンパス（平砂・追越） 910 595 65.3 34.7
筑波キャンパス（一の矢） 540 336 62.2 37.8

見える化で節電（TEMS: University of Tsukuba Electricity Monitoring System)

研究室・オフィス・共通スペースで節電

日程を調節して節電節電グッズで節電 学生パワーで節電

　学内の使用電力をリアルタイムに把握する本学独自の
電力情報システム「TEMS」を構築し、つくばキャンパ
ス内の建物群ごとの使用電力状況をウエブ上で教職員・
学生が参照できるようにしました。グラフだけでなく、
地図上からも電力使用状況を確認できます。
　これにより、学生・教職員が
現在の電気の使用量を認識し、
自身の行動にフィードバックす
ることで状況に合わせた電力使
用が可能となりました。

TEMS 学生・
教職員

電力状況

節電行動

・エアコンの必要最小限台数へ
の削減と 28℃設定を徹底

・エレベータの一部停止と階段
の利用促進

・遮熱フィルム、緑のカーテン
設置

・照明の 1/2 以上の間引き
・パソコン、サーバー、プリンタ、

コピー機等の稼働台数削減
・パソコンの省電力設定を徹底
・スーパークルビズの導入

・各研究室における実験機器等
の使用電力量の調査とそれに
基づく使用計画の立案・実施

・実験機器の集約、抑制運転、
時間差稼働、使用停止等

・スパコンの縮退運転

・スーパー
クールビ
ズ支援 T
シャツ・
ポロシャ
ツの制作・
販売

・節電うちわの
製作・配布

・9 月第 2 週までの休講措置
・日程未定の集中講義は可能

な限り土日
祝や 2 学期
開始以降に
実施

・大学説明会
等のイベン
トのの土日
での実施

・3ecafe による節電啓発
・学生有志による「ヤシマ作

戦 in Tsukuba -SAVE 
POWER 25-」の実施（節電
アクションシールラリー、
ツイッ
ターを
使って
節電行
動をつ
ぶやく
等）

※1：2011 年 7 月 1 日～ 9 月 2 日．　※2：筑波キャンパスについて．
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筑波大学の震災復興支援
第 5 回つくば 3E フォーラム会議

様々な支援活動 ー 各部局におけるとりくみ
医療支援

メンタルケア
・心の潤い

保健体育支援

復興支援

学習・進学相談支援

出前講義

ボランティア活動支援

技術支援・関連研究

研究支援

啓発・講演・提言

国際情報発信

大学院生 1 名が日本看護協会に登録し、宮城県石巻市で看護活動を実施；くば市内の避難所において看護師として健康相談等を実施（ヒューマン・ケア科学専攻）。
筑波大学附属病院 DMAT（災害派遣医療チーム）を北茨城市に派遣し、診療等を実施；医師、看護師等を被災地の病院へ派遣し診療等を実施；ボランティア医師、
看護師等が避難所（つくば市洞峰公園）を訪問し、診療等を実施；精神科医、臨床心理士、薬剤師による「こころのケアチーム」を組織し、被災地（福島県）で
診療等を実施（以上　のべ 74 回、101 日、210 名（医師 153 名、看護師 25 名、その他 31 名））、附属病院が、全国各地から提供された医療材料及び支援物資の
ハブ拠点となり、県北医療機関及び宮城県等の被災地へ提供；救急・災害医療講演会の実施；緊急時被ばくスクリーニングに係る対応者を派遣；全国医学部長病
院長会議において「国立大学附属病院長会議における医師長期派遣基本方針」が策定され、全国医学部長会議からの要請を受け、被災地へ医師派遣を計画を策定し、
2 名を派遣；「つくば災害復興緊急医療調整室（T-DREAM）設立し、国、県、地方自治体や県医師会などからの災害医療派遣依頼の窓口、大学職員の医療派遣に
関する調整及び安全管理の支援、災害医療教育と災害臨床医療向上に向けた情報収集・記録・分析・研究の実施、今後の新たな専門的災害・緊急医療教育体制の
基礎作り（附属病院）。

被災地の子供たちに植物、昆虫、菌類等の生態観察を取り入れたメンタルケア「心の支援活動」実施（菅平高原実験センター）。茨城県県陶芸美術館でワークショッ
プ「かけらのかたち」において陶磁研究室の学生が講師を務めた。（参加者が東日本大震災で壊れた笠間焼のかけらを、作品の素材として再利用した；いわき市
の避難所に送る段ボールテーブル「だんて」の制作（テーブルトップにテーマイラスト作成）；飯舘村キャンドルナイトアート制作；飯舘村、芸術専門学群、福
島県立博物館が主体となって、飯舘村を対象としたワークショップ・イベントの企画と効果的な実施（芸術系）。

福島県会津坂下町の川西地区に避難した葛尾村住民を対象に音楽を使った運動を実施。また、避難者が自分たちで継続できるように、3 日間の指導者養成講習を
開催。；原発事故のために外で遊べない福島県いわき市の子どもたちを筑波大学に招待し、「遊びにおいでよ　サマーキャンプ in つくば」を開催；避難所生活を
している子どもを対象に、避難所地域でスポーツレクなどの活動を展開；宮城県亘理郡山元町の仮設住宅集会場においてスクエアステップ運動教室を実施すると
ともに、被災した運動ボランティアに対して、スクエアステップ・リーダー養成講習会を行い、教室運営についての指導を継続；ICT を活用した仮設住宅居住者
への遠隔健康支援プロジェクトの実施（体育系）。

藻類バイオマス生産と水処理プロセスの統合システムを開発するための基礎～実証研究の実施（生命環境系）。建築家による復興支援ネットワーク「アーキエイド」
主催による宮城県石巻市の浜に関する共同調査に参加し、住民から被害状況と要望を聞き取り、被害状況に関するカルテと復興計画案を作成して石巻市に提出（芸
術系）。

被災地域の高校生等への進学相談支援（教育推進部）。つくば市及びインテル社と東京都江東区において、被災地からの避難児童・生徒に対する学習支援活動を
実施（企画室）。

宮城県、岩手県、福島県及び茨城県の被災地に位置する高等学校において本学教員が出前講義を実施（教育推進部）。

学生の東日本大震災に関連するボランティア活動について、科目名：「ボランティア活動実践（東日本大震災）」  の 単位を付与（教育推進部）。

関東地方の放射性核種ごとの汚染マップの作成；福島一時帰宅者放射線スクリーニングへの測定要員の派遣；避難者に対する洞峰公園でのスクリーニングへの参
加；福島県伊達市での住民被ばく線量調査への技術協力；モニタリングポストによる空間線量の継続測定と大学ホームページでの公表；教員の被災地支援活動お
よび除染研究への協力；測定機器の貸与（アイソトープ総合センター）。福島県の土壌調査に人員派遣 (1 名 ) 及び NaI サーベイメーター等の貸し出し；福島県及
び関東周辺の放射性核種分布調査、福島県等の土壌中のヨウ素 129 測定によるヨウ素 131 分布状況の調査（研究基盤総合センター）。研究学園都市にある各研究
所等と「巨大地震による複合災害の統合的リスクマネジメント」プロジェクトを協力して実施、研究成果に基づき茨城県に各種提言を行う；津波の遡上高測量、
津波による土砂移動状況等の調査研究；茨城県多賀山地における地震による斜面崩壊の実態調査；福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能汚染の実態調査、汚
染マップの作成；地球深部探査船「ちきゅう」による東北地方太平洋沖地震断層緊急掘削による地震発生プロセス等の解明；福島第一原子力発電所の事故に伴い
海洋、河川、湖沼等の水圏に放出された放射性物質を微細藻類等により回収し、除染するための技術の開発；きのこ類や地衣類の放射性物質の蓄積状況調査（生
命環境系）。広域被災地の農業復興に向けた複合耕地生態系における放射性物質の移行モニタリングおよびシバ等による土壌中の放射性物質の生物的・物理的除
染とその減量化の研究（農林技術センター）。

被害に遭われた研究室の教員・大学院生・学部学生等の研究を支援するため、学会からの金銭的な支援（旅費や滞在費等）を受けながら、実験できるようにして
いる（遺伝子実験センター）。被災地域大学の学生に対し、授業料を徴収せず、科目等履修生、特別研究学生として受け入れる（教育推進部）。被災した学生、研
究者への住環境と勉学、研究環境の提供 ( 菅平高原実験センター）。

自治体主催の放射線に関する講演会での講演；つくば市放射線協議会への委員派遣；周辺自治体からの放射線測定訓練依頼対応；周辺自治体からの汚染除去法等
の相談対応；自治体主催の放射線に関する講演会での講演；義務教育課程教員を対象とした放射線研修コースの開設（アイソトープ総合センター）。公開講座「放
射線の科学」の企画と実施（アイソトープ総合センター、数理物質系）、筑波大学市民講座「基礎からわかる地震・津波・放射能～良く知り正しく怖がる～」の実施（研
究推進部、数理物質系）。第７回筑波大学産学連携交流会 in 東京 (5/27) において「～災害への事前準備と事後対応はどの様にすべきか～地震・津波・放射線等に
関する他分野の専門家による災害の総合講演会」と題して、本学の各分野の専門家から、筑波大学産学連携会会員及び近隣の企業を対象として講演を行った（産
学リエゾン共同研究センター）。新聞労連第 126 回中央委員会「ジャーナリストの惨事ストレス」講演；惨事ストレスのケアのための各種文書公開；被災地消防
本部応援プロジェクトとして派遣消防職員への講演と個別面接、被災地消防団員に対する惨事ストレスケアおよび介入及び有識者への聞き取り調査（人間系）。
放射性物質の拡散の原状と除染法および人体影響等についての講演活動（生命環境系）。

海外協定校や留学生（新入生等）からの安否確認、大学の学習・生活環境、放射能情報等問い合わせへの適切な情報提供、在日チュニジア、アルジェリア、モロッコ、
モーリタニア、エジプト各大使館、チュニジア、アルジェリア、モロッコ、モーリタニア駐在日本大使館・各国 JICA 事務所及び各国を代表する諸大学に、東日本大震災・
福島第一原子力発電所事故の状況及び筑波大学の対応について説明（国際部）。  東日本大震災復興支援日仏対応親善柔道大会において体育専門学群 3 年の西山大希、
緒方亜香理が国際的な支援を呼びかけ；ルーマニア舞踊協会主催の東日本大震災復興支援ダンス公演会において平山素子准教授が国際的な支援を呼びかけ（体育
系）。

筑波大学東日本大震災復興支援プログラム
まちづくり、被災地再生、放射線問題、心のケア、救急災害医療、健康支援など幅広い専門分野
を有する筑波大学の特徴を生かした、震災復興支援のための特別プログラムを実施しています。

所属・氏名

システム情報工学研究科 ／
リスク工学専攻 
村尾　修

システム情報工学研究科 ／
構造エネルギー工学専攻 
金久保　利之

アイソトープ総合センター 
（生命環境科学研究科） 

松本　宏

人間総合科学研究科
疾患制御医学専攻
朝田　隆 

人間総合科学研究科／
心理学専攻
松井　豊

人間総合科学研究科／
疾患制御医学専攻
安田　貢 

人間総合科学研究科／
スポーツ医学専攻
久野　譜也 

人間総合科学研究科／
スポーツ医学専攻
田中　喜代次 

プロジェクト名（下段は概要）
いわき市における震災復興活動のための学術的支援と自治体職員・住民を対象とした復興支援連続セミナー

福島県いわき市における具体的な震災復興計画に資するよう、学術的調査研究支援を行い、住民や自治体職員を対象として、「土砂災害」、「津波防災計画」、「原発事故からの教訓」、
「自然エネルギーの活用」、「観光・ブランディング戦略」等、いわき市の需要に応えたセミナー等を実施。

茨城インフラ復旧復興支援　－ハードウエア・ハザード・マネジメント－

茨城県内随所において、道路の寸断、橋梁・堤防の損壊、地盤変状、建物の損壊、ライフラインの停止等、インフラの被害が多く見受けられた。茨城県と連携し、ハードウェアの
被害状況の精査と既存の防災戦略の検証を通して、インフラ復旧復興支援を実施。

東日本大震災による原発事故後の放射性核種の汚染の実態と対策 

福島原発事故に伴い、地表面に降下した放射性核種の土壌－植物系、土壌－水系での基本的な挙動を調査・分析し、土壌処理等の最善の対策までを提案する。土壌科学、水文学、
植物生理学等の専門家が、最新の科学的知見にもとづき、福島県及び茨城県の汚染地帯への対策、復興支援を実施。

被災地における心の復興：とくに児童生徒を対象に 

北茨城市において、本学の学生が、教員の指導のもと、それぞれの専攻領域（教育学、心理学、精神医学、芸術学、体育学、生命環境学等）に基づき、学術ボランティアを児童・
生徒に対して実施。児童・生徒のコミュニケーションを促進し、孤立や PTSD( 外傷後ストレス障害 ) の発生を防ぐ。

東日本大震災被災地の消防職員・消防団員のストレスケアとケアメンバーへの応援プロジェクト 

広域災害における参事ストレスケアには、長期的な取り組みが必要である。現在も被災地内で活動する消防職員・消防団員やケアメンバーが十全に活動に取り組めるよう、心と情
報の側面から支援。すでに釜石市において初期介入を開始しており、中長期的なスパンで支援を実施。

つくば災害復興緊急医療調整室（Ｔ－DREAM）設立による被災地医療復興支援の強化（Tsukuba Disaster Reconstruction Emergency and Medical management：T－DREAM）

本学附属病院は、災害急性期に、茨城県内のみならず隣県も対象とし、人的・物的震災支援ハブ拠点として積極的に活動してきた。この実績を活かし、災害復興期における国や茨
城県との調整や災害医療・緊急医療の体制基礎作り等を行うため、「つくば災害復興緊急医療調整室」を設置し、被災地復興支援強化を実施。

ICT を活用した仮設住宅居住者への遠隔健康支援 Project 

中長期化するであろう仮設住宅への居住生活において、個々の健康課題の発見とそれを生じさせないような健康支援システムの構築が喫緊の課題である。福島県伊達市を中心に、
遠隔による予防システム e-wellness を導入し、科学的根拠に基づいた個別に適した運動・食事プログラムを提供。

避難所生活者のための廃用症候群防止プログラムの立案および健康コミュニティ形成

避難所での生活は、特に高齢者の身体活動量が著しく制限され、廃用症候群による筋委縮等が懸念される。福島県会津美里町や宮城県仙台市近隣の避難所で、マッサージ、傾聴、
心の氷解プログラムの導入や避難所巡回等を行うことにより、廃用症候群の防止および仮設住居入居後のコミュニティを形成。
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平成２３年度夏期の節電対策

産総研では、電気事業法第２７条に基づく電力使用制限措置に対応するため、今夏指定された
電力使用量の限度を超過しないよう一般的な省エネ対策を行うと同時に、研究への影響を最小限
とすべく、以下の施策を実施した。

１．省エネルギー施策
(1) 大型機器（クリーンルーム、恒温恒湿室、大型電算機等）の一部稼動停止、輪番運転
(2) 動物飼育設備、実験用冷蔵庫・冷凍庫等の集約化
(3) 総電力監視システムの導入による使用電力の監視
(4) つくば・臨海センターにおける共同使用制限スキームの実施
(5) 事業所別の夏期輪番休暇の導入

共同使用制限スキームの実施と総電力監視システム
の導入

東京電力管内にある主要研究施設全体（東京・つく
ばの１３受電設備）で電力使用の抑制を図った（電力
共同使用制限スキームの実施）。これらの目標値を

事業所別の夏期輪番休暇の導入

今夏、各事業所の昼夜の使用電力の差から休暇時
の電力抑制効果を見積もり、複数の事業所をグループ
化し、７月２５から９月２日の６週間にわたる輪番休暇を
実施した。週（事業所）によって削減電力の大きさは異

(5) 事業所別の夏期輪番休暇の導入

共同使用制限 キ の実施）。 れらの目標値を
達成する一助として、各事業所の使用電力はもとよ
り、全事業所の実態をリアルタイムで把握できる総電
力監視システムを導入した（図１）。

実施した。週（事業所）によって削減電力の大きさは異
なるが、６００から３，５００ｋWの効果を確認した。この
際、長期休暇を見込んだ機器の完全停止に伴う待機
電力の削減効果も上乗せされることがわかった。

3,000 

3,500 

(kWh) 輪番休暇導入に伴う使用電力の比較

2011/8/5 金(通常業務）

2011/8/12 金(輪番休暇）

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

輪番休暇に伴う節電効果
約2,000kW

待機電力の節電効果
約400kW

２．ピークカット施策
(1)実験計画を見直し、大型装置を使用する実験を夏期の前後に集中的に実施した。一方、(2) 太

図２ 輪番休暇前後の使用電力の変化
（産総研中央第５事業所の例）

図１ イントラ掲載画面
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( ) ( )
陽光発電システムにより好天時にはつくば地区だけで約６００ｋWを発電、(3)NAS電池蓄電システム
の夜間の充電、昼間の放電により、９時から１８時の時間帯に１，２００ｋＷの電力ピークカットを実現
した。さらに、(4)研究廃水処理場やヘリウム液化施設のような大電力消費型研究インフラ設備の輪
番運転、休日・夜間へのシフト運転により、８時から１５時の時間帯に昨夏と比べ約８００ｋWの電力
ピークカットに成功した。

３ 結果３．結果
これらの施策により、つくば・臨海地区の使用制限電力値３４，２３９ｋＷに対し、７月は８２％、８月は

７６％の水準で目標を達成した。
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産総研の社会貢献
～研究成果とポテンシャルを活用した様々な貢献～

１．放射線計測に関する協力と情報発信 ～つくば、福島～
産総研つくばセンター内での放射線量測定結果の発信や放射能汚染測定・専門家派遣を通じた、
ば 協 福島 定機 提供 究 遣 定協

支援種別 支援内容

放射線計測の研究能
力を活用した支援

1. 福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の影響について、産総研つくばセンター敷地内で大気中の放射
線量の連続測定を行い、HPを通じて公開（３月１５日より測定開始）。茨城県南地域の信頼性の高いデータとして
活用。

2. つくば市災害対策本部（市役所内）に放射線の専門家を派遣。（３月１７日より派遣。）市民や避難民の不安や問い
合わせに対応。

3.  つくば市からの要請により、福島県からつくば市へ避難してきた方の放射能汚染測定を実施。（すべて汚染なし。）
4.  経済産業省原子力安全・保安院からの要請により、福島県へ測定機器を提供し、研究員を派遣して工業製品の放

射線量測定に協力。（４月６日より計２８回延べ１０２人を派遣）

つくば市への協力、福島県へ測定機器提供や研究員の派遣による測定協力

射線量測定に協力。（ 月 日より計 回延 人を派遣）
5.  日本自動車工業会へ自動車の輸出に係る放射線計測について技術アドバイスや測定協力を実施。
6. （独）製品評価技術基盤機構、（財）日本適合性認定協会と共に、鉱工業製品等を対象にした技能試験の整備へ

協力。
7.  公設試験研究機関等を対象として、放射線測定講習会を開催。

２ 震災関連情報の情報発信

２．つくば市内の線量測定
支援（茨城新聞HPより）

１．放射線測定結果の発信
(産総研HPより)

４．福島県での放射線量測定支援 ７．放射線講習会

３ 被災者や被災した公設試や企業への支援活動２．震災関連情報の情報発信
地震関連の緊急調査と地質情報（津波、海岸地
形、内陸地震活動等）や、衛星による東日本大
震災の津波浸水エリア等の画像情報を発信

支援種別 支援内容
12. つくば市内の避難所（洞峰公園体育館）に知能システム研究部門と（株）知能

システム及び大和ハウス工業が共同してパロ２体を持ち込み避難者とふれあう

支援種別 支援内容

8. 地震発生直後より、緊急調査対策本部を立ち上げ、千葉、茨城、宮
城の沿岸部における津波堆積物の現地調査を実施し 調査結果の

３．被災者や被災した公設試や企業への支援活動
つくば市内の避難者への「こころのケア」や、被災した公
設試や企業からの依頼試験、技術相談を通した、被災
者及び被災企業・公設研の支援

避難者への
「こころのケア」

システム及び大和ハウス工業が共同してパロ２体を持ち込み避難者とふれあう
機会を設けた。

13.  つくば市内の避難所（洞峰公園体育館）に送迎バスを出して、避難者がサイエ
ンススクエアを見学できる機会を設けた。

被災地等への
支援

14. 全国の公設試験研究機関、経済産業省、産総研で構成する産技連により、被
災した公設試験研究機関や企業への依頼試験・技術相談に関する情報を提供
する等の支援を実施。

15. yahoo、トヨタ、ホンダと協力し、車からの情報を反映した“通れたマップ”を作成
し、公表。

地質の調査
等に係わる
情報発信、
知見の活用

城の沿岸部における津波堆積物の現地調査を実施し、調査結果の
一部をＨＰにて公表。

9.  西暦８６９年の貞観地震について、地震・活断層研究センターのこれ
までの研究成果を新聞、テレビ、雑誌等で発信。

10.  今回の地震に関連した地質情報（過去の巨大津波の研究成果、地
震後の内陸の地震活動等の情報）を集め、３月１９日よりＨＰにて公
開。

11.  GEO Grid災害対応タスクフォースを設置し、衛星による東日本大
震災の津波浸水エリア等の画像を収集し、３月１９日よりＨＰにて公
表。

１２．パロによる
「こころのケア」

１５．通れたマップ８．津波堆積物の現地調査 １1．地面の揺れの伝播状況
をアニメーションで公開
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ピークカットの工夫
○NAS電池による昼間使用電力ピークカット
　○冷凍機動力の一部をガス動力へ切替
　　
大型研究機器の運用停止等
○スーパーコンピュータ７月停止、8月縮退運転
　○低公害車実験施設の夏季使用停止
　　○大気拡散実験棟の夏季使用停止　など

研究用施設の運用変更等
○恒温・恒湿室の統合・一部停止、設定変更
　○試料保管用冷蔵庫・冷凍庫の統合・一部停止
　　○藻類保存における昼夜転換運転(下図参照)

照原則50%削減(一部蛍光灯の取り外し等)
○執務室手元照明によるこまめな節電
　○冷房使用開始時刻遅延、冷房使用の抑制 
　　○PC使用時の節電徹底(離席時休止モード)
就業形態の工夫
○超過勤務の一層の縮減
　○居室移動、執務室集約化、業務シフト
　　○部屋単位の夏休みの取得　

所員のアイデア等を活用した対策
○ゴーヤ等による壁面、屋上緑化（写真参照）
　○すだれ、網戸、扇風機、クールビズ
　　○打ち水　など　

国立環境研究所夏の節電の取り組み

所内で取り組まれている
ゴーヤやパッションフルーツによる

グリーンウォール
（右：地球温暖化研究棟玄関）

国立環境研究所
独立行政法人

National Institute for Environmental Studies

この夏行われた具体的な取り組み

※国立環境研究所はこれまでも ESCO 事業の実施（NAS 電池の導入）によりピーク時使用電力の抑制
を行ってきたが、それをベースとしつつ、さらに強力な削減策を講じることとした。
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国立環境研究所の復旧・復興に向けた取り組み

１．災害廃棄物対策関連の取り組み

(1) 災害廃棄物等に関する技術情報の提供
・震災対応ネットワークの活用による災害廃棄物処理等に関する技術情報のとりまとめ、提供（水産廃棄物、塩分を含んだ廃棄物、ＰＣＢ含有廃棄物、
アスベスト、仮置場、津波堆積物への対応　等）　※問い合わせ先：震災対応ネットワーク（廃棄物・し尿等分野）事務局　drnww@nies.go.jp
(2) 被災地での現地活動

・廃棄物資源循環学会その他関係機関との連携
・被災地への研究者随時派遣（岩手県、宮城県、福島県、茨城県の各地）
・災害廃棄物・津波堆積物・仮置場等の状況調査等の実施　等
(3) 災害廃棄物処理に関する調査研究

・津波堆積物の性状把握・処理方法等の検討
・災害廃棄物（海水を被った廃木材等）の焼却実験の実施（研究所内熱処理プラントでの実験）　等
(4) 被災地における災害廃棄物処理に関する技術的助言

・環境省が編成する被災地自治体支援チームへの参加協力　等

様々な廃棄物が仕分けられず混合されたまま
積まれている現地の仮置場

津波堆積物（ヘドロ）

国立環境研究所内に設置された
ハイボリュームエアサンプラ→

研究所内での廃棄物燃焼試験

２．福島第一原子力発電所から放出された放射性物質の大気輸送沈着シミュレーション

(１)国立環境研究所の研究グループは、平成23年3月11日の東日本大震災に伴う事故によって東京電力福島第一原子
力発電所から放出された放射性物質の大気中の挙動を明らかにするために、日本中央域を対象とした大気輸送沈着
シミュレーションを実施しました。
その結果、放射性物質の影響は福島県以外に、宮城県や山形県、岩手県、関東１都６県、静岡県、山梨県、長野県、新潟
県など広域に及んでいることが明らかに なりました。また、モデル解析から、福島第一原発で放出されたヨウ素131の
13%、セシウム137の22%が日本の陸地に沈着して、残りは海洋に沈着す るか、モデル計算領域外に輸送されると推計
されました。
本研究成果は、Geophysical Research Letters（アメリカ地球物理学連合発行）誌の学会員向け電子版に8月11日付け
で掲載されました。

（２）また、水道水における放射性物質対策検討に対する貢献を行いました。平成23年6月21日に厚生労働省が公表し
た検討会報告「水道水における放射性物質対策 中間取りまとめ」において、国立環境研究所の大原利眞地域環境研究
センター長らの大気シミュレーションモデルの研究成果が活用されました。福島県や関東地方の水道水に放射性物質
が検出された 問題のメカニズムを理解するためには、大気中に放出された放射性物質の移流・拡散と地上への降下
を評価する必要があります。そのために、大原センター長らによる大気シミュレーション結果が使用されました。

　高エネルギー加速器研究機構と国立環境研究所が協
力し、2011年3月15日(火)午後から、つくば市における空
気中の放射性物質の種類と濃度の測定を実施していま
す。国立環境研究所では、ハイボリュームエアサンプラと
いう研究機器を使用し、同研究所敷地内で大気を採取し
ています。
　これまでに得られた測定結果は、高エネルギー加速器
研究機構のホームページ（下記URL）に公開されており、
今後も新しいデータが追加されます。
　http://www.kek.jp/quake/radmonitor/

　国立環境研究所放射線計測機
器2台を貸し出すとともに職員2名
を派遣し、つくば市内の保育所、幼
稚園、小中学校などを13グループ
に分け、校庭等の放射線量を測定
しました。
　この測定結果は、つくば市のホ
ームページで公表されています。

４．環境情報メディア「環境展望台」における環境関連の震災情報の検索サービス

　国立環境研究所が運営する環境情報メディア「環境展望台」
（http://tenbou.nies.go.jp/）では、中央省庁等における環境関連の震災情報を検索でき
るサービスを提供しています。このサービスは、同サイトの「検索・ナビ」の機能を拡張し
たもので、情報源を中央省庁等に絞り込むことで、一般の検索エンジンに比べて、震災関
連の公的な発表資料を検索しやすくなっています。 

３．つくば市内における放射性物質及び放射線の測定

(２)つくば市教育施設の放射線測定への協力(１)高エネルギー加速器研究機構との協力による大気中の放射性物質の測定

放射線計測に使用した機器
(γシンチレーションサーベイメータ)
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ＮＩＭＳにおける夏期の節電対策
Summer Electricity Conservation in NIMS

独立行政法人 物質・材料研究機構（NIMS）

は め

東日本大震災による影響のため、2011年夏期に大幅な電力不足が想定されました。そして、

政府・電力需給緊急対策本部より 東京・東北電力管内全域において目標とする需要抑制率

主として、できるだけ多くの実験装置等について、使用停止、使用の抑制もしくは使用時間帯の調整などにより消費電力量
を抑制した。空調については、職員の健康に配慮し、可能な限り従来の温度設定（28～30℃）に維持すべく運用した。

NIMSにおける節電の基本方針

はじめに
政府・電力需給緊急対策本部より、東京・東北電力管内全域において目標とする需要抑制率
を１５％とする旨の通達が来ました。これに対処するべく当該機構にて実施いたしました節電
対策ならびに結果についてお示しいたします。

NIMSにおける具体的な節電対策

大型設備の運用対策 実験装置の使用停止もしくは 施設関連 節電対策大型設備の運用対策

大型設備運用担当者との事前調整を
図り、運用方法の対策を行った。
（例）休日運転、時間外運用、縮退運転

実験装置の使用停止もしくは
使用日時指定のお願い

装置担当者へのアンケート調査を行い、
電力使用量の大きい装置に関して、利
用可能曜日ならびに利用可能時間を
設定して、ピーク電力を抑制した。
（例）
8：30～12：00 14：00～18：00

スーパーコンピュータ
の縮退運転

ヘリウム液化装置
の休日運転

施設関連の節電対策

空調温度制御ならび
にLED照明の導入

PC省電力モー
ド使用対策

エレベータの間引き
運転

各種照明の間引きなら
びに点灯時間の短縮

NIMSにおける節電対策の結果

サイクロトロンの休日ならびに時間外運転

8月の時間帯別電力使用量の推移

その他の対策

・電気炉を使用する実験の自粛要請

・電力使用量切迫時を想定した、電力バッファーの確保

節電シミュレーション対策

節電対象期間に入る前に、事前に節電対策効果をチェックす
る目的で、節電シミュレーション期間を設置した。（6月下旬）

・ ピーク時換算で28％の節電を達成した！

・ NIMS職員の熱中症発症を防ぐことができた。

お問い合わせ： 企画部門 戦略室 E-mail： goto.masahiro@nims.go.jp

引き続き間引き照明、PC省エネルギーモードなど、継続できるものについては節電を継続する。

NIMS職員全体に行き渡った節電意識を継続して保持することで、これまでと同様に日ごろからの節電に努める。

今後の節電対策について

・ 7～9月の合計二酸化炭素排出量を昨年度比15％
（エネルギー換算で16％）削減できた。
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ＮＩＭＳの取り組み-震災後の復興に向けて
NIMS Research contribution for activities on instauration

独立行政法人 物質・材料研究機構（ＮＩＭＳ）

は め

独立行政法人 物質・材料研究機構（NIMS）は東日本大震災からの復興に向けて、放射性物質
の除外に有用な材料開発など 復興支援技術の迅速な開発に取り組んでいます

被災地支援活動 （研究活動支援、復興支援イベント協力）

はじめに
の除外に有用な材料開発など、復興支援技術の迅速な開発に取り組んでいます。

また公的研究機関として、被災した研究者・研究機関の支援活動や、立地周辺地域の放射線量
計測、普及啓発活動を通した被災地域支援イベントに尽力しています。

NIMSはニフティ株式会社からの協力要望を

うけて、被災地域である宮城県亘理郡山元
NIMSは、被災機関からの一時的な研究者の受け入れ
希望について相談に応じています。またNIMS国際ナノ

独立行政法人 物質・材料研究機構（NIMS）は公的研究機関として、被災した研究者・研究機関の支援活動や周辺地域の放
射線量計測、普及啓発活動を通した被災地域支援イベントへの参加を行っています。

被災した研究活動の支援 復興支援イベントへの参加

放射性物質除去材料の研究

町主催の東日本大震災復興イベント「子ども
も大人もみんなで遊び隊」への出展『未来・
夢教室』に参加したほか、Web募金サイト
http://donation.nifty.com/にPC用の壁紙を
提供し、日本赤十字社などへの募金活動
に協力しました。

テクノロジーネットワーク拠点が取りまとめ業務を務める
文部科学省先端研究施設共用イノベーション創出事業
「ナノテクノロジー・ネットワーク（ナノネット）」（13拠点26
機関）では、東日本
大震災直後に被災
地域の施設・設備の
損傷状況を調査し、
被災で活動が困難に
なった研究者に利用
可能な施設・設備を
紹介して、研究活動
を支援しています。

「子どもも大人もみんなで遊び隊」に出展
（平成23年9月11日（日）、山下中学校)

周辺地域の放射線量測定

NIMSでは震災直後からつくば市千現地区において、NaI シンチレー
ションサーベイメーターによる放射線量の計測を行っています。また
http://www.nims.go.jp/siteinfo/info/sengen_radiation-ray.html で測定
データーを公開しています。

廃棄テレビのブラウン管に使わ
れている鉛を含むガラスを、放射
線遮へい材に利用する検討を進
めています。このガラスカレットは
シリコン樹脂やコンクリートに配
合しても放射線遮へい能力が得
られます。

整列したナノサイズの微細な孔
を無数に持つ『メゾポーラス』材
料を用いて、塩素やマグネシウ
ム・カルシウムなどを含む水溶
液中からヨウ素やストロンチウ
ムを選択的に吸着・除去する捕
獲材の研究を進めています。

放射性物質除去材料の研究

熱・化学的に安定な酸化チタン
を利用して放射性セシウムを高
濃度に吸蔵し、長期間安定に閉
じ込める固化体を開発しました。
少ない体積で大量のセシウムを
吸蔵し、外部への溶出を長期間
抑制できるため、地下埋設・貯蔵
処分への適用が期待できます。

環境中に拡散した放射性物質の
汚染除去を実現するために、
地球表層に豊富に存在する
ゼオライトや粘土鉱物などの
ジオマテリアルを利用した除去・
回収技術開発を目指しています。

NIMSの蓄積する材料技術の中には、放射性セシウムをはじめとする放射性物質除去の可能性を有する成果があります。
これらの研究を積極的に進め、現地との連携などを通して迅速な実用化を探索しています。

ジオマテリアルの利用 テレビ廃材の利用メゾポーラス材料酸化チタン利用の固化体

お問い合わせ： 企画部門 広報室 E-mail： Inquiry@nims.go.jp

1 mm
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農研機構における平成２３年度夏期の節電への対応 

２ 節電対策事業への農研機構ならではの協力 

研究所名 

節電計画 実施結果（7月4日～9月2日） 

基準電力値 節電率 使用上限値 
期間中におけ
る日最大使用
量の平均値 

使用上限
値に対す
る削減率 

期間最大値 

中央農業総合研究
センター 

3,132KW 15% 2,663KW 1,809KW ▲32% 2,072KW 

果樹研究所 1,750KW 15% 1,488KW 1,045KW ▲30% 1,420KW 

畜産草地研究所 2,373KW 15% 2,018KW 1,556KW ▲23% 1,766KW 

動物衛生研究所 3,494KW 15% 2,970KW 2,509KW ▲16% 2,730KW 

農村工学研究所 1,248KW 15% 1,061KW 614KW ▲42% 994KW 

食品総合研究所 1,981KW 15% 1,684KW 1,347KW ▲20% 1,514KW 

◇節電計画と実施結果（つくば市所在研究所） 

一般関係 

○冷房設定温度29℃の徹底 
○緑のカーテン 
○蛍光灯の間引きまたは消灯 
○プリンターの共用による稼働台数削減 
○エレベーターの運転停止 
○電気ポット等の使用禁止 
○温水洗浄便座の電源ＯＦＦ 

研究関係 

○温室の間引き使用及び使用中止 
○人工気象室（器）、インキュベーターの一部停止 
○フリーザーの集約化及び運転停止 
○大型施設の使用時間または使用時期の見直し 
○一部実験棟の運用停止 
○大消費電力の特殊実験施設稼働時の計画停電 

◇実行した主な節電対策 

 農研機構では、電力需給緊急対策本部（5月13日）において決定された「夏期の電力需給対策について」及び「政府の
節電実行基本方針」に基づき、農研機構節電実行計画を策定し、それに基づき対策を着実に実施しました。 
 その結果、各研究所の期間中の電力使用量は、一度も使用上限値を超えることなく、平均でも使用上限値を42～16%
下回るなど、目標以上に電力消費を抑制することができました。 

〔主な研究所における電力使用量の推移〕 
中央農業総合研究センター 

使用上限値 

日最大使用
電力量 

最大値2,072KW(7月14日） 

差 591KW 
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動物衛生研究所 

差 240KW 

最大値2,730KW(7月13日） 

使用上限値 

日最大使用
電力量 
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畜産草地研究所 

使用上限値 

日最大使用
電力量 

最大値1,766KW(9月2日） 

差 252KW 

１ 農研機構における取組 

１．つくば市節電大会での情報発信 
 つくば市主催の節電大会において、『グリーンカーテンの効果
とその楽しみ方』と題した講演を実施し、植物の力で室内温度
の上昇を抑制するテクニックについて、解説しました。 
 また、講演会当日に配布したゴーヤー苗についてその育て方
について一般市民からの問い合わせにも対応し、グリーンカー
テンを介した市民への節電意識の普及に協力しました。 

２．つくば市庁舎における緑のカーテン作成への協力 
 今夏の電力不足への対応策として，室内の温度上
昇を抑える効果があるとされるグリーンカーテンを市
内全域に広めるため、市民の集う市庁舎でもその見
本となる「グリーンカーテン」が必要です。そこで、つく
ば市に対しても栽培技術などを指導しました。 
 写真のように庁舎南側約70メートルに渡り198本の
ゴーヤ苗が植えられ、順調に生育しました。 
 緑のカーテンの普及、市民の憩いの場としての市庁
舎のアピールにもつながりました。 2011年6月28日（設置）8月14日（撮影） 

カーテンの内側では外側に比べ 
１～５℃気温が低くなりました。 
（８月２日～１７日の測定結果から） 

農研機構本部 総合企画調整部、統括部 

KW KW KW 
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 被災した農地では、地震の影響によ
る液状化、噴砂、凹凸、亀裂、畔破損、
津波による塩害、育苗施設破損、農道、
家屋破損など甚大な被害を受けました。

 農研機構では、これら被害に関する
状況調査や、晩植栽培に関する助言、
情報提供を行いました。また、現地圃
場において耐塩性水稲品種の試験を行
いました。
→中央農研、作物研、野茶研、東北農
研ほか
  

東日本大震災の農研機構の対応
－地震・津波災害、放射能汚染への技術的対応状況－

農家、被災農地への技術支援

東日本大震災における農研機構の対応の概要
 東日本大震災により、農業地域は津波による塩害やポンプ場などの
農業施設の破壊、土壌の放射能汚染など壊滅的な被害を受けました。
この甚大なる被害に対し、農研機構が行ってきた災害対策基本法に基
づく指定機関としての技術支援や、農家への直接的な技術支援、放射
能汚染に対する除染技術開発等の取り組みを紹介します。  

放射能汚染調査及び除染技術の開発

被災地における耐塩性品種の試験状況

固化剤処理＋表土剥離による除染技術の
開発

 原発事故による広域にわたる
放射能汚染により、農業は未曾
有の被害を受けました。そこで
農研機構では、表層土剥離によ
る除染を目的とした農業機械の
開発や、土壌表面を固化しての
表土剥離の現地実証試験を行っ
ております。また、放射性セシ
ウムの農産物への移行低減栽培
技術の開発、放射性物質を吸収
する植物を用いた浄化、回収技
術の開発に取り組んでおります。
→中央農研、作物研、果樹研、
東北農研、農工研ほか 
 

表層土剥離のための農業用機械の開発と土壌の処理
方法の確立による汚染低減

農地海岸における津波波高の調査状況行政機関への支援状況 地震による農業用パイプラインの漏水調査状況

災害対策基本法に基づく指定機関としての技術支援

 農研機構ではこれまでも大規模な災害に対し、政府の要請により、被災した灌漑施設や農地地盤の二次災害防止
や、復旧に向けての被害実態解明のために技術支援を行ってきました。今回の災害でもその蓄積された技術やノウ

ハウを活用し、被災直後から現在にいたるまで様々な被災箇所に技術支援を行っております。→農工研   

農研機構本部 研究戦略チーム

農研機構の主要な技術支援箇所
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サイエンスコラボ出展 

 

今回は「サイエンスコラボ 2011」と称し、科学を楽しみながら学ぶ『つくば科学フェス

ティバル』、地球環境を遊びながら知る『つくば環境フェスティバル』、低炭素社会づくり

に取り組む『つくば 3E フォーラム会議』の 3イベントが同時に開催されました。それに伴

い、“エネルギーをつくる・ためる・つかう”をテーマとしたコラボイベントが開催され、

つくば 3E フォーラムからは筑波大学 渡邉信教授（バイオマスタスクフォース座長）、筑

波大学 石田政義教授（実験タウンＤコンセプト作成ワーキンググループ委員）、および昭

和電工株式会社の協力を得て以下の 4ブースを出展しました。 

 

藻類オイルで実験！ 

 筑波大学 渡邉信研究室 

 

"石油を生む藻"として注目を集めているボトリオコッカスとオーランチオキトリウムと、

藻によって生産されたオイルが展示されました。また、そのオイルはバイオディーゼルオ

イルとして使用できることを実証するために、軽油に藻類オイルを 30%混合しハンドトラク

ターを動かすという燃焼実験が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電池になる最新自動車 

筑波大学 石田政義研究室 

 

 電気自動車の駆動用のリチウムイオンバッテリーから一般住宅へ電力供給するシステム

が研究されており、電池になる最新自動車が展

示されました。電気自動車の利用により（１）

夜間に貯めた電気を日中供給することで、電力

使用のピークカット・ピークシフトに貢献する、

（２）バッテリーに貯められた電気は、非常時

のバックアップ電源として活用できる、（３）

太陽光発電等と組み合わせることで家庭での

系統電力消費の節約に貢献するなどのメリッ

トが見込まれています。 
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未来型エネルギーシステムを知ろう！ 

筑波大学 石田政義研究室 

  

再生可能エネルギー直流連系システムの実証モデルが展示され、パネルを用いてその原

理や応用方法が説明されました。また、実際にシステムにより作られた電力で蛍光灯など

の電気機器が動くというデモンストレーションも行われました。展示は屋内外の２カ所で

行われ、屋外の展示では、作られた電気は、環境フェスティバルで使用されたセグウエイ

の充電に用いられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

LED で植物を培養しよう！ 

昭和電工（株） 

 

昭和電工では、最新の植物育成用 LED を中心にグループ各社で植物工場の建設に向けた

様々な材料開発が進められています。今回は、LED 照明に加え、照明効果を最大化する灯具

棚一体型ユニット、3波長別測定光量子計などが展示されました。 
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つくば環境フェスティバル出展 

 

 

はじめよう！エコドライブ 

（社）茨城県公害防止協会 
（茨城県地球温暖化防止活動推進センター） 

筑波大学 鈴木勉 研究室 
 （つくば３Ｅフォーラム「都市構造・交通システムタスクフォース」） 

（独）国立環境研究所 
 

 

 エコドライブの普及推進のため、エコドライブを紹介するブースが設けられ、そのポイ

ントなどが紹介されました。ブースでは、チラシの他、ステッカーや携帯電話クリーナー

などのグッズが配布されました。 
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発 行 元 つくば 3E フォーラム委員会 

（筑波研究学園都市交流協議会） 

発 行 年 月 日 2012 年 3 月 

 

問い合わせ先 つくば 3E フォーラム事務局 

  筑波大学大学院生命環境科学研究科内 

〒305-8572 茨城県つくば市天王台 1 丁目 1-1 

E-mail : secretariat-3ef@sakura.cc.tsukuba.ac.jp 

http://www.sakura.cc.tsukuba.ac.jp/~eeeforum/ 
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